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先代経営者が後継者に非上場株式等を贈与・相続した場

合に、その納税の猶予を受けることができる従来の事業承継

税制では、納税猶予の対象となる株式数、評価額の割合、雇

用要件の確保などに様々なリスクや不便さがあり、適用を見

合わせる例もありました。 

新たに創設された「特例事業承継税制」では、現行税制の

要件を大幅に見直して、不便さの解消を図り、大変利用しや

すくなっています。 

特に、対象株式数の上限撤廃（現行税制は 3分の 2 まで）

と、猶予対象の評価割合が100％（現行税制は贈与100％、

相続 80％）になったことで、後継者が取得する自社株式への

贈与税・相続税の負担がゼロにできることが、大きなメリットと

なりました。 

特例税制の適用を受けるためには、「都道府県知事の認

定」「税務署への申告」の手続きなどが必要となります。 

①承継計画の策定 

まずは、「承継計画」を策定します。この計画は、平成 30 年

4月1日から平成35年（2023年）3月31日までの間に、認

定経営革新等支援機関の指導・助言を受けて作成したもので

なければなりません。その「承継計画」は、都道府県への提

出が必要になります。

※平成 35 年（2023 年）3 月 31 日までに相続・贈与を行う場
合、相続・贈与後の承継計画提出も可能です。 

②贈与又は相続の実行

平成39年12月31日までに、実際に相続又は贈与を行

います。 

※平成30年1月1日以降の相続・贈与が対象です。 

③適用要件を満たしていることの認定を受ける 

相続・贈与後は、都道府県に申請し、認定を受けます（承

継計画を添付します）。 

【申請期限】 

◎贈与税の納税猶予 ： 贈与翌年の1月15日まで 

◎相続税の納税猶予 ： 相続開始日後8ヶ月以内 
④税務署への申告 

認定書の写しとともに、贈与税又は相続税の申告書を提

出します。 

※贈与税の納税猶予の場合で、相続時精算課税制度の適用
を受ける場合には、その旨を明記します。 

⑤申請後も届出等が必要 

申告後についても、5年間は、毎年、都道府県への報告と 

税務署への届出など所定の手続きが必要になります。    
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■ 講演テーマ : 『2020 を勝ち抜く中期経営計画を策定せよ』

■ 開 催 日 時 :  平成 30 年 11 月 20 日（火）16：00～18：00（受付 15：45～） 

■ 会  場 :  ベイヒルズ税理士法人 地下 1階会議室 

■ 講 師 :  ㈱タナベ経営（東証一部上場）ｽﾃｰｼﾞｱｯﾌﾟｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ部 担当本部長 三浦保夫氏 

■ 参 加 費 :  \3,000（テキスト代含む） 
※詳細のお問い合わせ、お申し込みは 045-450-6701（担当 ＭＡＳ課 加茂・小川）までご連絡ください。 

タナベ経営共催 経営戦略セミナーのご案内 

現行税制 特例税制
対象株式 発行済議決権株式総数の3分の2 発行済議決権株式総数のすべて
評価割合 贈与：100％、相続：80％ 100%

贈与者
【改正前】先代経営者のみ
【改正後】複数の株主

複数の株主

後継者 後継経営者1名のみ 後継経営者3名まで（10％以上の持株要件あり）

雇用確保要件 5年平均で80％を維持
雇用確保要件を実質的に撤廃
※雇用確保要件を満たさなくなった場合、認定支援機関の

意見（経営悪化の場合は、指導・助言）があれば猶予が継続

相続時精算課税 子・孫のみ 子・孫以外の親族や第三者まで適用可能

承継期間後の
減免

民事再生・会社更生時にその時点の
評価額で相続税を再計算し、超過部
分の猶予税額を免除

譲渡・合併による消滅・解散時も追加。この
場合の売却・廃業時の株価で再計算し、
納税猶予額が下回る場合は差額を減免

特例承継計画 不要 必要（提出期間：平成30年4月1日から5年間）

適用期間 制限期間なし
平成30年1月1日から平成39年12月31日の
贈与・相続まで


